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◇ 規 則 鳥取県障害者自立支援法施行細則の一部を改正する規則 (82)

(障害福祉課) １

規 則

鳥取県障害者自立支援法施行細則の一部を改正する規則をここに公布する｡

平成18年９月29日

鳥取県知事 片 山 善 博

鳥取県規則第82号

鳥取県障害者自立支援法施行細則の一部を改正する規則

鳥取県障害者自立支援法施行細則 (平成18年鳥取県規則第22号) の一部を次のように

改正する｡

次の表の改正前の欄中条及び項の表示に下線が引かれた条及び項 (以下 ｢移動条項｣

という｡) に対応する同表の改正後の欄中条及び項の表示に下線が引かれた条及び項(以

下 ｢移動後条項｣ という｡) が存在する場合には､ 当該移動条項を当該移動後条項とし､

移動後条項に対応する移動条項が存在しない場合には､ 当該移動後条項 (以下 ｢追加条

項｣ という｡) を加える｡

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分 (項の表示を除く｡ 以下 ｢改正部分｣ とい

う｡) に対応する同表の改正後の欄中下線が引かれた部分 (項の表示及び追加条項を除

く｡ 以下 ｢改正後部分｣ という｡) が存在する場合には､ 当該改正部分を当該改正後部

分に改め､ 改正部分に対応する改正後部分が存在しない場合には､ 当該改正部分を削り､

……………………………………………………………

公布された規則のあらまし

◇鳥取県障害者自立支援法施行細則の一部改正について

１ 規則の改正理由

(１) 障害者自立支援法の一部 (法律制定後未施行であった部分) が施行され､

知事が指定する相談支援事業者から当該指定に係る相談支援を受けたときは､

市町村は対象障害者等に対し､ サービス利用計画作成費を支給することとされ

た｡

(２) (１)に伴い､ 指定相談支援事業者の指定に係る申請書の様式等について所

要の改正を行う｡

２ 規則の概要

(１) 指定相談支援事業者の指定に係る申請書の様式は､ 既存の様式 (指定障害

福祉サービス事業者の指定に係る申請書の様式) に当該申請に係る必要事項の

記載欄を設けたものとする｡

(２) その他所要の規定の整備を行う｡

(３) 施行期日等

ア 施行期日は､ 平成18年10月１日とする｡

イ (１)の様式を使用して行う手続は､ 施行期日前においても行うことができる｡
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改正後部分に対応する改正部分が存在しない場合には､ 当該改正後部分を加える｡

次の表の改正前の欄の表中太線で囲まれた部分 (以下 ｢改正表｣ という｡) に対応する次の表の改正後の欄の表中太線で囲まれた部分 (以下 ｢改正後表｣ という｡) が存在する場

合には､ 当該改正表を当該改正後表に改め､ 改正後表に対応する改正表が存在しない場合には､ 当該改正後表を加える｡

次の表の改正後の欄中様式の表示に下線が引かれた様式を加える｡

�

改 正 後 改 正 前

(指定障害福祉サービス事業者等の指定に係る申請等)
第２条 法第36条第１項 (法第40条 (法第41条第４項において準用する場合を含む｡) 又は第41条第４項において準用する場合を含
む｡) 又は第38条第１項 (法第41条第４項において準用する場合を含む｡) の規定による申請は､ 様式第１号による申請書を提出し
てしなければならない｡
２ 法第29条第１項の規定による指定障害福祉サービス事業者若しくは指定障害者支援施設の指定を受けた者又は法第32条第１項の
規定による指定相談支援事業者の指定を受けた者は､ その旨を当該指定に係る事業所の見やすい場所に掲示するものとする｡

(指定障害福祉サービス事業者等の指定の変更に係る申請)
第２条の２ 法第37条第１項又は第39条第１項の規定による指定の変更の申請は､ 様式第１号の２による申請書を提出してしなけれ
ばならない｡

(指定障害福祉サービス事業者等に係る変更等の届出)
第３条 略
２ 法第46条第２項の規定による届出は､ 様式第３号の２による届出書を提出してしなければならない｡
３ 略

(指定障害福祉サービス事業者等の指定等の公示)
第４条 法第51条の規定による公示は､ 次に掲げる事項を公表することにより行うものとする｡

(１) 法第29条第１項若しくは第32条第１項の規定による指定､ 法第46条第１項の規定による届出 (同項の厚生労働省令で定める
事項の変更並びに同項に規定する事業の休止及び再開に係るものを除く｡)､ 法第47条の規定による指定の辞退又は法第50条第１
項 (同条第３項及び第４項において準用する場合を含む｡) の規定による指定の取消し (以下 ｢指定等｣ という｡) に係る指定障
害福祉サービス事業者､ 指定障害者支援施設の設置者又は指定相談支援事業者の名称及び主たる事務所の所在地
(２) 指定等に係る事業所の名称及び所在地又は施設の名称及び設置の場所
(３) 指定等を行った年月日
(４) 指定等に係る障害福祉サービス又は施設障害福祉サービスの種類 (指定相談支援事業者の場合を除く｡)

様式第１号 (第２条関係)
略

指定障害福祉サービス事業所
指 定 障 害 者 支 援 施 設 指定 (更新) 申請書
指 定 相 談 支 援 事 業 所

年 月 日
職 氏 名 様

申請者 所在地
(事業者・設置者) 名 称

代表者 印○

指定障害福祉サービス事業所 (指定障害者支援施設・指定相談支援事業所) の指定 (指定の更新) を受けたいので､ 次のとおり関
係書類を添えて申請します｡

(指定障害福祉サービス事業者等の指定に係る申請等)
第２条 法第36条第１項又は第38条第１項の規定による申請は､ 様式第１号による申請書を提出してしなければならない｡

２ 法第29条第１項の規定による指定障害福祉サービス事業者の指定を受けた者は､ その旨を当該指定に係る事業所の見やすい場所
に掲示するものとする｡

(指定障害福祉サービス事業者等に係る変更等の届出)
第３条 略

２ 略

(指定障害福祉サービス事業者の指定等の公示)
第４条 法第51条の規定による公示 (指定障害福祉サービス事業者に係るものに限る｡) は､ 次に掲げる事項を公表することにより
行うものとする｡
(１) 法第29条第１項の規定による指定､ 法第46条第１項の規定による届出 (同項の厚生労働省令で定める事項の変更並びに同項
に規定する事業の休止及び再開に係るものを除く｡) の受理又は法第50条第１項の規定による取消し (以下 ｢指定等｣ という｡)
に係る指定障害福祉サービス事業者の名称及び主たる事務所の所在地

(２) 指定等に係る事業所の名称及び所在地
(３) 指定等を行った年月日
(４) 指定等に係る指定障害福祉サービスの種類

様式第１号 (第２条関係)
略

指定障害福祉サービス事業所
指 定 障 害 者 支 援 施 設

指定申請書

年 月 日
職 氏 名 様

申請者 所在地
(事業者・施 設) 名 称

代表者 印○

指定障害福祉サービス事業所 (指定障害者支援施設) の指定を受けたいので､ 次のとおり関係書類を添えて申請します｡
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略 略

略 略

指
定

(

指
定
の
更
新

)

を
受
け
よ
う
と
す
る
事
業
所
・
施
設

略

指
定
を
受
け
よ
う
と
す
る
事
業
所
・
施
設

略

同一所在地において行う事
業等の種類 ※５

実施
事業

申請をする事業等の事業開始
予定年月日

様 式
実施
事業

他の法律において既に指定を受
けている事業等の指定年月日

備 考
同一所在地において行
う事業等の種類 ※５

指定申請をする事業等の事業開始予定年月日
※８

他の法律において既に指定を受けてい
る事業等※９

備 考

指
定
障
害
福
祉
サ
ー
ビ
ス
事
業
所

指
定
障
害
福
祉
サ
ー
ビ
ス
事
業
所

指
定
障
害
者
支
援
施
設

指
定
障
害
者
支
援
施
設

指
定
相
談
支

援
事
業
所

事業所番号※６
同一の法律において既に指定を受けている場合

※10 事業所番号

注
１～３ 略
４ ※５の欄は､ 今回申請をするもの及び既に指定を受けているものについて事業等の種類を記載し､ 該当する欄に ｢○｣ を付け､
該当する事項を記載すること｡ この場合､ 様式欄には､ 添付書類２の ｢福祉保健部長が別に定める書類｣ の付表番号を記載する
こと｡
５ ※６の欄は､ 本県において既に事業所 (施設) としての指定を受け､ 番号が付されている場合に､ ｢事業所番号｣ の左側に事
業等の種類を､ その右側の欄にその事業所番号を記載すること｡ 複数の番号が付されている場合には､ 適宜様式を補正して､ そ
のすべてを記載すること｡

添付書類
１ 別紙 (他の法律において既に指定を受けている場合に限る｡)
２ 指定を受けようとする事業等の種類に応じて福祉保健部長 (鳥取県事務処理権限規則 (平成８年鳥取県規則第32号) 第６条第
１項の規定により知事の権限に属する当該事務の委任を受けた鳥取県部等設置条例 (平成６年鳥取県条例第５号) 第１条の規定
により設置される福祉保健部の長をいう｡ 以下同じ｡) が別に定める書類

(別紙) 略

注
１～３ 略
４ ※５の欄は､ 新たに申請する事業等又は既に指定を受けている事業等の種類を ｢指定障害福祉サービス事業所｣ 又は ｢指定障
害者支援施設｣ の欄に記載すること｡ その際､ 新たに申請する事業等にあっては※８の欄に事業の開始予定年月日を記載し､ 既
に指定を受けている事業等にあっては※９の欄に○を付けること｡
５ ※10の欄は､ 本県において既に事業所 (施設) としての指定を受け､ 番号が付されている場合に､ ｢事業所番号｣ の左側に事
業等の種類を､ その右側の欄にその事業所番号を左詰めで記載すること｡ 複数の番号が付されている場合には､ 適宜様式を補正
して､ そのすべてを記載すること｡

添付書類
１ 別紙 (※９の欄に○を付ける場合に限る｡ )
２ 指定を受けようとする事業等の種類に応じて知事が別に定める書類

(別紙) 略
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�様式第１号の２ (第２条の２関係)
変更指定申請書

年 月 日

職 氏 名 様
申請者 所在地

(事業者・設置者) 名 称
代表者 印○

次のとおり指定の変更をしたいので申請します｡

事業所番号

申
請
者

(

設
置
者)

フ リ ガ ナ

名 称

主たる事務所の所在
地

(郵便番号 ― )
県 郡 ・市

法 人 の 種 別 ※ １ 法人所轄庁※２

電 話 番 号 ファックス番号

代表者の職・氏名 職 名
フ リ ガ ナ

氏 名

代 表 者 の 住 所
(郵便番号 ― )

県 郡 ・市

事
業
所(

施
設)

フ リ ガ ナ

名 称

所 在 地
(郵便番号 ― )

県 郡 ・市

変 更 す る 事 項 変 更 の 内 容

生活介護の場合 (変更前)

１ 事業所の平面図及び設備の概要

２
利用者等からの苦情を解決するために講ずる措置の
概要

３ 利用定員

就労継続支援B型の場合

４ 事業所の平面図及び設備の概要

５ 従業者の勤務の体制及び勤務形態

６ 利用定員

施設障害福祉サービスの種類を変更する場合

７ 提供する施設障害福祉サービスの種類 (変更後)

８ 建物の構造概要及び平面図並びに設備の概要

９ 利用者の推定数

10 従業員の勤務の体制及び勤務形態

施設障害福祉サービスに係る入所定員を増加する場合

11 建物の構造概要及び平面図並びに設備の概要
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12 利用者の推定数

13 従業員の勤務の体制及び勤務形態

14 入所定員

変更予定年月日 年 月 日

事業番号※３
既に指定を受けている場合

注
１ ※１の欄は､ 社会福祉法人､ 医療法人､ 社団法人､ 財団法人､ 株式会社､ 有限会社等の別を記載すること｡
２ ※２の欄は､ 申請者が認可法人である場合に､ その主務官庁の名称を記載すること｡
３ ※３の欄は､ 本県において既に事業所 (施設) としての指定を受け､ 番号が付されている場合に､ その ｢事業所番号｣ の左側
に事業等の種類を､ その右側の欄にその事業所番号を記載すること｡ 複数の番号が付されている場合には､ 適宜様式を補正して､
そのすべてを記載すること｡

添付書類 指定を受けようとする事業等の種類に応じて福祉保健部長が別に定める書類

様式第２号 (第３条関係)

変 更 届 出 書
年 月 日

職 氏 名 様

所在地
届出者 名 称
(事業者) 代表者 印○

指定を受けた事項に変更がありましたので､ 次のとおり届け出ます｡

様式第２号 (第３条関係)

変 更 届 出 書
年 月 日

職 氏 名 様

所在地
届出者 名 称

(事業者・施設) 代表者 印○

指定を受けた事項に変更がありましたので､ 次のとおり届け出ます｡

事 業 所 番 号 事 業 所 番 号

略 略

変更した事項 変更の内容 変更した事項 変更の内容

１ 事業所の名称 (変更前) １ 事業所 (施設) の名称 (変更前)

２ 事業所の所在地 ２ 事業所 (施設) の所在地 (設置の場所)

３ 申請者の名称 ３ 申請者 (設置者) の名称

４及び５ 略 ４及び５ 略

６
定款､ 寄附行為等及びその登記事項証明書又
は条例等 (当該指定に係る事業に関するもの
に限る｡)

６
定款､ 寄附行為等及びその登記簿の謄本又は
条例等 (当該指定に係る事業に関するものに
限る｡)

７ 建物の構造概要及び平面図並びに設備の概要 ７ 事業所 (施設) の平面図及び設備の概要

８ 事業所の管理者の氏名及び住所 ８ 事業所 (施設) の管理者の氏名及び住所

９
事業所のサービス提供責任者 (指定相談支援
の提供に当たる者) の氏名及び住所

９
事業所のサービス提供責任者の氏名及び住所

10 事業所のサービス管理責任者の氏名及び住所 10 主たる対象者

11 略 11 略 (変更後)
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12
介護給付費､ 訓練等給付費､ 療養介護医療費
又はサービス利用計画作成費の請求に関する
事項

12
介護給付費等 (施設訓練等支援費) の請求に
関する事項

13
医療法の許可を受けた病院であることを証す
る書類

(変更後)

13 事業所の種別 (併設型・空床型の別)

14

協力医療機関の名称及び診療科名並びに当該
協力医療機関との契約内容 (協力歯科医療機
関があるときは､ その名称及び当該協力歯科
医療機関との契約内容を含む｡)

15 事業所の種別 (併設型・空床型の別)

16
併設型における利用者の推定数又は空床型に
おける当該施設の入所者の定員

14
併設型における利用定員数又は空床型におけ
る当該施設の入所者の定員

17
提供する障害福祉サービスの種類 (重度障害
者等包括支援の場合に限る｡)

15
協力医療機関の名称及び診療科名並びに当該
協力医療機関との契約内容

18
委託提供する障害福祉サービスの種類及び事
業所の名称 (重度障害者等包括支援の場合に
限る｡)

19
提携している公共職業安定所その他関係機関
の名称

20
障害者支援施設等との連携体制及び支援の体
制の概要

16
知的障害者援護施設等との連携体制及び支援
の体制の概要

21 同一敷地内にある入所施設及び病院の概要

17 当該申請に係る事業の開始予定年月日

18
併設する施設がある場合の当該併設施設の概
要

略 略

注 略
添付書類 略

注 略
添付書類 略

様式第３号 (第３条関係)

廃止・休止・再開届出書
年 月 日

職 氏 名 様

所在地
届出者 名 称
(事業者) 代表者 印○

事業の廃止 (休止・再開) をしましたので､ 次のとおり届け出ます｡

様式第３号 (第３条関係)

廃止・休止・再開届出書
年 月 日

職 氏 名 様

所在地
届出者 名 称

(事業者・施設) 代表者 印○

事業の廃止 (休止・再開) をしましたので､ 次のとおり届け出ます｡

事 業 所 番 号 事 業 所 番 号

略 略

現に指定障害福祉サービス又は指定相談支援を受けて
いた者に対する措置 (廃止・休止した場合のみ)

現に指定障害福祉サービスを受けていた者に対する措
置 (廃止・休止した場合のみ)
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略 略

注 略
添付書類 略

注 略
添付書類 略

様式第３号の２ (第３条関係)

変 更 届 出 書
年 月 日

職 氏 名 様

所在地
届出者 名 称
(設置者) 代表者 印○

指定を受けた内容を変更しましたので､ 次のとおり届け出ます｡

事 業 所 番 号

指定内容を変更した施設

名 称

設 置 の 場 所

サービスの種類

変更した事項 変更の内容

１ 施設の名称 (変更前)

２ 施設の設置の場所

３ 設置者の名称

４ 主たる事務所の所在地

５ 代表者の氏名及び住所

６
定款､ 寄附行為等及びその登記事項証明書又
は条例等

７ 建物の構造概要及び平面図並びに設備の概要

８ 施設の管理者の氏名及び住所 (変更後)

９ 施設のサービス管理責任者の氏名及び住所

10 運営規程

11

協力医療機関の名称及び診療科名並びに当該
協力医療機関との契約内容 (協力歯科医療機
関があるときは､ その名称及び当該協力歯科
医療機関との契約の内容を含む｡)

12
申請に係る事業に係る介護給付費及び訓練等
給付費に関する事項

変 更 年 月 日 年 月 日

注
１ 該当する番号に○を付けること｡
２ 変更の日から10日以内に届け出ること｡
添付書類 変更した事項を証する書類
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附 則

(施行期日)

１ この規則は､ 平成18年10月１日から施行する｡

(準備行為)

２ 改正後の鳥取県障害者自立支援法施行細則第２条第１項の規定による手続は､ この規則の施行前においても行うことができる｡

�

様式第４号 (第３条関係)

指 定 辞 退 届 出 書
年 月 日

職 氏 名 様

所在地
届出者 名 称
(設置者) 代表者 印○

指定障害者支援施設の指定を辞退したので､ 次のとおり届け出ます｡

様式第４号 (第３条関係)

指 定 辞 退 届 出 書
年 月 日

職 氏 名 様

所在地
届 出 者 名 称
(事業者・施設) 代表者 印○

指定障害者支援施設の指定を辞退したので､ 次のとおり届け出ます｡

事 業 所 番 号 事 業 所 番 号

略 略

注 略 注 略

発
行
所
鳥
取
県
鳥
取
市
東
町
一
丁
目
220

鳥
取
県

【
定
価
１
部
１
か
月
2,200円

(送
料
を
含
む
｡)】

(U
R
L:http://w

w
w
.pref.tottori.jp )


